
Operation Modernization Labとは
多くの企業が業務の自動化を重要課題と認識しつつも、限られた範囲に対する個別の取り組みに留まるなど、業務自動化の実現は途上であると言え
ます。特に企業のIT組織が実施しているシステム運用業務は多くの部門との関連性があり、組織を横断した自動化を検討していくことが重要となります
が、どのように検討を進めるべきか、どのように周囲を巻き込むべきかわからず、実行に移せていない企業が多いのが現状です。
本Labは、上記のような課題を抱える企業に対してシステム運用の将来像定義と計画策定を支援し、自動化ツールのパイロット導入を通して組織変革
につながる自動化の取り組みを体験してもらうワークショップ型のサービスです。

自動化技術を起点にIT組織変革を体感するワーク
ショップ型サービス「Operation Modernization Lab」の
ご紹介
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本Labの目的とゴール
運用業務の現状(As-Is)を見つめ直し、自動化を実現する将来像(To-Be)を描いた上で自動化ツール導入を体験することを目的としてます。

• 経営層を含む周囲の巻き込みに向けて、自動化実現とその後のゴールを明確にし、
実行計画の立案から自動化ツール導入を体験する目的

ゴール
• 他社事例を踏まえたTo-Be像の具体化と実施ステップを定義する

• 自動化実現の流れと効果を体験する

想定
参加者

• IT企画、システム運用などシステム部門のリーダー、担当者

• DX構想立案やデジタル推進などの部門のリーダー、担当者

対象者
• 保守・運用業務に携わる方

• 保守運用業務を自動化をしたいが、進め方・周囲の巻き込み方をお悩みの方

期間
約2か月

※開催期間は目的やご相談に応じて調整

Operation Modernization Labの概要
Phase1（Plan）：レッドハットとデロイトトーマツが保有する自動化の成功事例を踏まえて、三段階で進めます。まず、「社外事例の理解」で企業のシ
ステム運用業務の現状と課題を学び、「目指す将来像の定義」で自社の課題の可視化と目指す将来像を整理し、「実施ステップ・全体スケジュール定
義」でそのギャップを埋めるためのロードマップ・実行計画を策定します。

Phase2（Execution & Evaluation）：レッドハットのオープンソーステクノロジーを用いて、Phase1で策定した実行計画の一部に対して、自動化導入の取
り組みや効果を体感いただきます。具体的には、システムインフラ領域の自動化技術である「Red Hat Ansible Automation Platform」を活用し、Phase1
で策定した計画の一部に沿って自動化技術のパイロット導入を実施し、さらに実装結果の検証や、今後のアクションを定義します。
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